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Ⅰ  行政評価とは 

 

行政評価とは、行政活動の目的を明確にしながら、活動の成果を数値化し評価する仕

組みです。「計画（Ｐlan）→実施（Ｄo）→評価（Ｃheck）→改善（Ａction）→計画（Ｐ

lan）」のＰＤＣＡマネジメントサイクルに基づき、継続的な行政運営の見直し、質的改

善を図ります。 

また、評価結果を公表することで行政の透明性を高めるとともに、市民とのパートナ

ーシップづくりに役立てます。 

行政評価は、大きく｢施策評価｣と｢事務事業評価｣に分けられますが、それぞれの考え

方は次のとおりです。 

 

［施策評価］ 

総合計画における施策の目標指標の進捗状況を管理することで、まちづくりの理念で

ある「みんなが幸福を実現できるまち」に基づき、将来都市像である「うるおいと活力

のあるガーデンシティ」の実現を目指すものです。 

平成 20 年度の試行を経て平成 22 年度からは本格的に実施し、改訂版第 1 次総合計画

からは、計画期間の中間と末期に評価を実施しています。 

また、一層市民の意見を聴取するため、3年に 1回、「市民意識調査」「市内事業者調査」

「市内農業者調査」「市内漁業者調査」「市内団体調査」「中学生アンケート」などを行っ

ています。 

 

［事務事業評価］ 

施策を構成する事務事業ごとに、担当課が現状分析･自己評価を行い、事務改善に結び

付けていくもので、毎年度実施しています。 

 

◆平成 19年度から本格実施（平成 18年度事業実績を評価)。平成 18年度は試行実施。 

◆平成 26年度から事務事業評価シートの見直しを実施。 
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Ⅱ  行政評価の目的 

 
［コスト意識に基づく成果志向による行政運営］ 

多様化する市民ニーズに的確に対応するため、何を実施したかではなく、限られた資源

(ヒト、モノ、カネ)でどれだけの効果を得ることができるか、また、事業の課題解決に向

けてどのように改善していくかを常に考え、効果的で効率的な事務事業の運営を目指しま

す。 

 

［行政の透明性の向上］ 

事務事業の目的・コスト・評価結果・改善案などの情報を市民に公表することにより、

行政の透明性の向上を目指します。併せて、評価情報の共有を通して、市民との更なる協

働関係の構築を図ります。 

 
 

Ⅲ  総合計画と連動した行政評価 

 

改定版第 1 次総合計画は、7 つの分野→40 の施策→145 の基本事業→事務事業の施策体

系で示しています。 

行政評価は、この総合計画の体系に基づいて、施策と事務事業の 2段階による評価で構

成しています。 

 なお、令和２年度行政評価は、令和元年度事業実施分に対する評価となります。 
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Ⅳ  行政評価の概要 
 

１  評価事業数及び事業費 

 

令和元年度に実施した事業について、分野別の事業数と事業費を示しています。全体で

490事業を実施し、総事業費は約 429億 5千 4百万円となりました。 

令和２年度行政評価は、事務事業 490事業のうち評価すべき 360事業について評価を行

いました。 

総事業費の割合が最も高い分野は、健康福祉分野（43.0%）、次いで都市整備分野（17.2%）

となっています。また、直接事業費の割合が最も高い分野は健康福祉分野（44.9%）、次い

で都市整備分野（18.2%）、人件費の割合が最も高い分野は健康福祉分野（31.9%）、次いで

行財政分野（17.7%）となっています。 
   

分野 

施

策 

数 

基本 

事業

数 

評

価 

数 

/ 

全

事 

業

数 

  総事業費（円）     

  内 直接事業費 内 人件費 

1 市民環境 6 20 33 / 34 3,193,890,464 2,869,499,233 324,391,231 

2 健康福祉 7 25 81 / 140 18,455,646,781 16,391,995,022 2,063,651,759 

3 産業経済 6 20 47 / 52 2,791,812,556 2,378,575,822 413,236,734 

4 都市整備 8 31 75 / 88 7,402,471,696 6,653,215,668 749,256,028 

5 教育文化 6 19 63 / 65 4,772,784,799 3,998,180,040 774,604,759 

6 消防防災 2 7 34 / 37 1,509,633,569 504,146,082 1,005,487,487 

7 行財政 5 23 27 / 74 4,828,051,973 3,685,032,706 1,143,019,267 

計 40 145 360 / 490 42,954,291,838 36,480,644,573 6,473,647,265 

 

【経費区分別 分野別 割合比較】 
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２  事務事業評価の結果 

 

令和元年度に実施した 490事業のうち、評価すべき 360事業について事務事業評価を実

施しました。事業の目的・内容等が同一の事業については、合わせて一事業として評価し

ています。内部管理等の目標管理を行う意義が薄い事業や、市の裁量の余地が乏しい事業

については、評価対象外としています。 

 

（１）事務事業評価の結果（妥当性） 

 

評価を行った事務事業が、公的関与の必要性や市民ニーズ・社会動向等を踏まえて、必

要性の高い事業かどうか、また、事業の対象は適正かどうかを評価します。 

 

 

 

 

 

分野別の評価一覧 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【妥当性評価】 

 

《評価の見方》 

５５：極めて高い   ４４：高い   ３３：普通   ２２：低い   １１：かなり低い 

◆妥当性が「極めて高い」、「高い」と評価された事業数は 316事業（87.8%）となりました。 

◆妥当性が「低い」、「かなり低い」と評価された事業は、ありませんでした。（該当する事業が

あれば、廃止を含めて対応を検討する必要があります。） 

分野 5 4 3 2 1 計
市民環境 7 23 3 0 0 33
健康福祉 2 58 21 0 0 81

産業経済 8 35 4 0 0 47
都市整備 24 44 7 0 0 75
教育文化 6 51 6 0 0 63
消防防災 26 8 0 0 0 34

行財政 5 19 3 0 0 27

合計 78 238 44 0 0 360
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（２）事務事業評価の結果（有効性） 

 

評価を行った事務事業について、事業の目的達成に向けた業務内容や手段となっている

か、また、成果が上がっているかどうか評価します。 

 

 

 

 

 

 

分野別の評価一覧 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【有効性評価】 
 

◆有効性が「極めて高い」、「高い」と評価された事業数は、256事業（71.1%）となりました。 

◆有効性が「低い」、「かなり低い」と評価された事業は、ありませんでした。（該当する事業

があれば、廃止を含めて対応を検討する必要があります。） 

《評価の見方》 

５５：極めて高い   ４４：高い   ３３：普通   ２２：低い   １１：かなり低い 

分野 5 4 3 2 1 計
市民環境 2 25 6 0 0 33
健康福祉 0 36 45 0 0 81

産業経済 3 31 13 0 0 47
都市整備 10 56 9 0 0 75
教育文化 4 41 18 0 0 63
消防防災 14 20 0 0 0 34

行財政 0 14 13 0 0 27

合計 33 223 104 0 0 360
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（３）事務事業評価の結果（効率性） 

 

評価を行った事務事業について、事業の重要性や業務量に対し、コスト（事業費・人件

費）の投入量が適正か、また、最少のコストで最大の効果が生み出せたかどうかを評価し

ます。 

 

 

 

 

 

 

分野別の評価一覧 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【効率性評価】 

 

◆効率性が「極めて高い」、「高い」と評価された事業数 105事業（29.2%）となりました。 

◆効率性が「低い」、「かなり低い」と評価された事業は、ありませんでした。（該当する事業

があれば、廃止を含めて対応を検討する必要があります。） 

《評価の見方》 

５５：極めて高い   ４４：高い   ３３：普通   ２２：低い   １１：かなり低い 

分野 5 4 3 2 1 計
市民環境 0 10 23 0 0 33
健康福祉 0 6 75 0 0 81

産業経済 0 26 21 0 0 47
都市整備 4 22 49 0 0 75
教育文化 0 10 53 0 0 63
消防防災 0 24 10 0 0 34

行財政 0 3 24 0 0 27

合計 4 101 255 0 0 360
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（４）事務改善効果の評価結果（改善効果） 

 

評価を行った事務事業について、事業の課題解決に向け、当該年度中に実施した取組

の結果、事業改善効果があったかどうかを評価します。 

 

 

 

 

 

 

 

分野別の評価一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改善効果評価】 
 

◆事業改善効果が「極めて高い」、「高い」と評価された事業数は 163事業（45.3%）となりま

した。 

◆事業改善効果が「低い」、「かなり低い」と評価された事業は、ありませんでした。（該当す

る事業があれば、廃止を含めて対応を検討する必要があります。） 

《評価の見方》 

５５：極めて高い   ４４：高い   ３３：普通   ２２：低い   １１：かなり低い 

分野 5 4 3 2 1 計
市民環境 0 12 21 0 0 33
健康福祉 0 10 71 0 0 81

産業経済 0 33 14 0 0 47
都市整備 10 37 28 0 0 75
教育文化 0 25 38 0 0 63
消防防災 3 27 4 0 0 34

行財政 0 6 21 0 0 27

合計 13 150 197 0 0 360
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３  評価対象事業一覧（評価対象３６０事業） 
 （単位：円） 
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Ⅴ  資料（評価票サンプル） 
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